
自治体名：守口市 年度：令和２年度  

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 233,836,391   固定負債 102,735,416

    有形固定資産 218,271,794     地方債等 80,591,286

      事業用資産 124,207,175     長期未払金 436,123

        土地 80,306,093     退職手当引当金 5,487,260

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 16,220,746

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 14,494,698

        建物 122,412,348     １年内償還予定地方債等 9,689,653

        建物減価償却累計額 △ 81,528,666     未払金 3,137,929

        建物減損損失累計額 -     未払費用 1,151

        工作物 16,680,088     前受金 364

        工作物減価償却累計額 △ 15,185,512     前受収益 9,477

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 595,085

        船舶 -     預り金 1,020,990

        船舶減価償却累計額 -     その他 40,048

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 117,230,113

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 241,890,370

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 102,923,451

        航空機 -   他団体出資等分 73,224

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 14

        その他減価償却累計額 △ 14

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,522,824

      インフラ資産 93,183,768

        土地 36,042,788

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,693,369

        建物減価償却累計額 △ 1,854,374

        建物減損損失累計額 -

        工作物 83,202,600

        工作物減価償却累計額 △ 37,240,598

        工作物減損損失累計額 -

        その他 14,578,144

        その他減価償却累計額 △ 8,192,840

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,954,680

      物品 3,308,077

      物品減価償却累計額 △ 2,427,226

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 5,898,980

      ソフトウェア 67,365

      その他 5,831,615

    投資その他の資産 9,665,618

      投資及び出資金 △ 89,236

        有価証券 749,969

        出資金 △ 854,998

        その他 15,793

      長期延滞債権 1,817,032

      長期貸付金 -

      基金 8,133,944

        減債基金 -

        その他 8,133,944

      その他 1,826

      徴収不能引当金 △ 197,949

  流動資産 22,433,866

    現金預金 12,658,510

    未収金 1,736,501

    短期貸付金 323

    基金 8,053,655

      財政調整基金 5,826,976

      減債基金 2,226,680

    棚卸資産 15,279

    その他 5,205

    徴収不能引当金 △ 35,607

  繰延資産 - 純資産合計 139,040,144

資産合計 256,270,257 負債及び純資産合計 256,270,257

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



自治体名：守口市 年度：令和２年度  

会計：連結会計 （単位：千円）

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

    資産売却益 2,403,082

    その他 25,193

純行政コスト 110,462,358

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 439,773

  臨時利益 2,428,276

  臨時損失 776,663

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 336,891

    使用料及び手数料 5,441,982

    その他 7,639,283

純経常行政コスト 112,113,970

      社会保障給付 14,975,970

      その他 25,319

  経常収益 13,081,265

        その他 4,683,236

    移転費用 91,297,630

      補助金等 76,296,341

      その他の業務費用 5,511,420

        支払利息 699,874

        徴収不能引当金繰入額 128,310

        維持補修費 1,827,291

        減価償却費 6,380,663

        その他 68,613

        その他 637,200

      物件費等 20,033,774

        物件費 11,757,206

        職員給与費 6,718,267

        賞与等引当金繰入額 575,688

        退職手当引当金繰入額 421,256

  経常費用 125,195,235

    業務費用 33,897,605

      人件費 8,352,411

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額



自治体名：守口市 年度：令和２年度  

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 130,576,192 232,669,114 △ 102,166,146 73,224

  純行政コスト（△） △ 110,462,358 △ 110,462,358 -

  財源 116,337,791 116,337,791 -

    税収等 59,042,337 59,042,337 -

    国県等補助金 57,295,454 57,295,454 -

  本年度差額 5,875,433 5,875,433 -

  固定資産等の変動（内部変動） 5,609,373 △ 5,609,373

    有形固定資産等の増加 11,654,687 △ 11,654,687

    有形固定資産等の減少 △ 9,234,108 9,234,108

    貸付金・基金等の増加 5,360,204 △ 5,360,204

    貸付金・基金等の減少 △ 2,171,411 2,171,411

  資産評価差額 △ 561 △ 561

  無償所管換等 1,046,441 1,046,441

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 2,001,066 2,887,954 △ 886,888 -

  その他 △ 458,426 △ 321,951 △ 136,476

  本年度純資産変動額 8,463,952 9,221,256 △ 757,305 -

本年度末純資産残高 139,040,144 241,890,370 △ 102,923,451 73,224

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計



自治体名：守口市 年度：令和２年度  

会計：連結会計 （単位：千円）

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

前年度末歳計外現金残高 605,777

本年度歳計外現金増減額 126,099

本年度末歳計外現金残高 731,876

本年度末現金預金残高 12,658,510

財務活動収支 1,861,053

本年度資金収支額 2,472,725

前年度末資金残高 9,463,769

比例連結割合変更に伴う差額 △ 9,860

本年度末資金残高 11,926,634

    地方債等償還支出 7,324,518

    その他の支出 163,742

  財務活動収入 9,349,314

    地方債等発行収入 9,323,806

    その他の収入 25,507

    資産売却収入 2,667,822

    その他の収入 75,136

投資活動収支 △ 7,671,793

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,488,260

    その他の支出 -

  投資活動収入 5,484,635

    国県等補助金収入 1,964,086

    基金取崩収入 765,978

    貸付金元金回収収入 11,612

  投資活動支出 13,156,428

    公共施設等整備費支出 8,755,844

    基金積立金支出 4,375,077

    投資及び出資金支出 25,507

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 134,262

  臨時収入 -

業務活動収支 8,283,465

【投資活動収支】

    税収等収入 60,614,034

    国県等補助金収入 66,906,935

    使用料及び手数料収入 5,374,045

    その他の収入 3,254,240

  臨時支出 134,262

    移転費用支出 103,734,415

      補助金等支出 86,340,423

      社会保障給付支出 14,975,970

      その他の支出 25,138

  業務収入 136,149,253

    業務費用支出 23,997,112

      人件費支出 8,654,179

      物件費等支出 13,112,785

      支払利息支出 764,244

      その他の支出 1,465,904

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 127,731,526



１重要な会計方針

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの･････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券･････････････････････取得原価又は償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

 市場価格のないもの･････････････････････････取得原価

③ 出資金

 市場価格のないもの･････････････････････････出資金額

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品･･･先入先出法による原価法

ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法による取得原価基準によっています。

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　 ３年～65年

工作物 10年～60年

物品　 ２年～30年

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1件あたり

のリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（５）引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金については、不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

長期貸付金については、不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

② 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ

き計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計

年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファ

イナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。



２ 追加情報

（１）連結対象団体（会計）

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合

特別会計　国民健康保険事業 地方公営事業会計 全部連結 －
特別会計　後期高齢者医療事業 地方公営事業会計 全部連結 －
水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 －
下水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 －
守口市門真市消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 53.94%
飯盛霊園組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 31.70%
淀川左岸水防事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.66%
大阪府都市競艇企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 5.15%
くすのき広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 47.07%
大阪府後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.69%
大阪広域水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.14%
大阪広域環境施設組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.52%
（財）守口市文化振興事業団 第三セクター等 全部連結 －
（財）守口市スポーツ振興事業団 第三セクター等 全部連結 －
（財）守口市国際交流協会 第三セクター等 全部連結 －
（財）もりぐち緑・花協会 第三セクター等 全部連結 －
（株）エフエムもりぐち 第三セクター等 全部連結 －
（株）トークティ守口 第三セクター等 比例連結 37.1
連結の方法は次のとおりです。

①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。

②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

③第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても、収益の過半を本市からの委

　託料が占めているなど、業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象と

　しています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割

　合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。

（２）出納整理期間

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。なお、出納整理期間を設けていない団体（会

計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払

い等が終了したものとして調整しています。

（３）千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。


